
令和５年度当初予算概要 
 
 

一般会計の予算総額は、前年度比８．５％増の２０１億３，０６４万４

千円を計上しました。 
 

令和５年度当初予算は、本市が果たす役割を踏まえ、人口減少下にあっ

ても、地域の活力が維持される西都市であるために、「第五次西都市総合

計画」及び「さいと未来創生総合戦略」に基づく施策の確実な推進を図る

こととしました。なお、生産基盤強化支援事業や施設園芸機能集積拠点整

備事業、地域医療介護総合確保基金事業などの影響から、昨年度よりも予

算総額が増額となります。 

 
 

一般会計の主な歳入は、市税が前年度当初比１．９％増の３１億６，１

９３万円、地方消費税交付金は１．３％減の６億９，８００万円、地方交

付税は、０．９％減の４６億３，６１０万円、国庫支出金は、農産漁村振

興交付金などの増により、２．２％増の３３億２５８万円、県支出金は、

畜産競争力強化整備事業費などの増により、６５．１％増の２８億９，１

４５万９千円、寄附金は、前年度と同額の１６億１千円、繰入金は、１５．

７％増の２３億３，２４２万円、市債は、臨時財政対策債６，２１８万円

を含む、６．１％増の５億９，４４８万円を計上しています。 

 

次に、歳出の義務的経費について、前年度当初予算と比較すると、人件

費は、定年引上げによる退職手当の減などにより、１．６％減の３０億５，

１０２万８千円、扶助費は、生活保護援助事業費の増などにより、２．７％

増の４２億９，８９２万円、公債費は、償還元金の増などにより、０．７％

増の９億７６１万６千円とし、義務的経費全体では０．８％増の８２億５，

７５６万４千円となります。 

また、投資的経費については、生産基盤強化支援事業費の増などにより、

全体では８４．４％増の３３億３，８２９万８千円となります。 

 

 以上の結果、自主財源比率は３８．２％、依存財源比率は６１．８％と

なります。 

なお、基金の令和５年度末現在高は、７４億２，５７９万５千円、地方

債の令和５年度末現在高については、１２０億６，８３１万４千円を見込

んでいます。 


